
1 
 

 
(別紙) 

北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領の一部改正（様式） 
（下線の部分は改正部分） 

改正後 現行 

 

  

（別記第１号様式） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

  農 政 部 長 様 

 

総合振興局長（振興局長） 

 

○○年度新規採択希望農地整備事業に係る計画の提出について 

 このことについて、北海道農地中間管理機構関連農地整備実施事務取扱要領第４の１、７、８及

び16の（１）の規定に基づき、次の計画を提出します。 

記 

１ 提出地区 

    ○○地区（市町村名） 

 

 

２ 提出書類 

 （１）集積・集団化等促進基盤整備計画 

 （２）市町村高度化計画 

 （３）計画概要表 

（４）事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等  

（５）負担金納入について 

（６）造成施設の維持管理について 

（７）施設用地の調達方法 

（８）土地権利調書 

（９）水田貯留機能向上計画 

 

 

（注）１ 市町村高度化計画を提出しない場合は、本文の「、７、８」を削除する。 

２ 農業生産基盤整備附帯事業及び営農環境整備事業（うち法外事業として実施するもの）

を実施しない場合は、本文の「及び16の（１）」を削除する。 

   ３ 提出書類は、該当するものを記載する。 

 

（別記第１号様式） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

  農 政 部 長 様 

（※北海道知事 様 

（  総合振興局長（振興局長））） 

 

総合振興局長（振興局長） 

（※市町村長） 

 

○○年度新規採択希望農地整備事業に係る計画の提出について 

 このことについて、北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第４の

１の（４）、（９）及び（11）（※第４の２の（４）、（５）、（７）、（９）、（10）

及び（13））の規定に基づき、次の計画を提出します。 

記 

１ 提出地区 

    ○○地区（市町村名） 

 

 

２ 提出書類 

 （１）集積・集団化等促進基盤整備計画 

 （２）市町村高度化計画 

 （３）計画概要表 

（４）事業費の負担区分の予定及び地元負担の予定基準等  

（５）負担金納入について 

（６）造成施設の維持管理について 

（７）施設用地の調達方法 

（８）土地権利調書 

（９）水田貯留機能向上計画 

 

 

（注）１ 農業生産基盤整備附帯事業及び営農環境整備事業（うち法外事業として実施す

るもの）を実施しない場合は、本文の「及び（11）」を削除する。 

   ２ 提出書類は、該当するものを記載する。 

   ３ 北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第４の２により計

画を提出する場合は、提出元、提出先及び本文について※のとおりとする。ただ

し、市町村高度化計画を提出しない場合は、本文の「（５）、」を削除し、農業

生産基盤整備附帯事業及び営農環境整備事業（うち法外事業として実施するも

の）を実施しない場合は、本文の「、（10）及び（13）」を「及び（10）」に置

き換える。 
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改正後 現行 

  

(別記第２号様式) 

 
市町村高度化計画 

 

１ 生産基盤整備事業等の概要 
 

都道府県名 市町村名 土地改良区名 地区名 事業名 着工
年度 

完了
年度 

目標
年度 

受益面積 
（ha） 

総事業費 
（百万円） 

北海道          

 
２ 高度化支援事業の概要 
（１）全体計画 

 

運用の別表の各区分の欄 事業実施主体 事業実施期間 活動内容等 総事業費 備考 
の４の事業種類の欄の事    （千円）  
業名      

      

      

      
（注）１ 「運用の別表の各区分の欄の４の事業種類の欄の事業名」は、「調査・調整事業」及び「耕地高度化事業」について、各々記入する。 

２ 「活動内容等」は、実施時期及び活動内容を具体的に記入する。 

３ 計画の内容は、地域の実情を勘案し、中心経営体への農地の利用集積の促進に資するものとする。 

 

(別記第２号様式) 

市町村高度化計画 

１ 生産基盤整備事業等の概要 

都道府県名 市町村名 土地改良区名 地区名 事業名 着工
年度 

完了
年度 

目標
年度 

受益面積 
（ha） 

総事業費 

（百万円） 

北海道          

 

２ 高度化支援事業の概要 
（１）全体計画 

運用の別表の各区分の欄 事業実施主体 事業実施期間 活動内容等 総事業費 備考 
の４の事業種類の欄の事    （千円）  
業名      

      

      

      
（注）１ 「運用の別表の各区分の欄の４の事業種類の欄の事業名」は、「調査・調整事業」、「促進事業」及び「耕地高度化事業」について、各々記入する。 

２ 「活動内容等」は、実施時期及び活動内容を具体的に記入する。 

３ 計画の内容は、地域の実情を勘案し、中心経営体への農地の利用集積の促進に資するものとする。 

（別記第３号様式） 

番   号 

年 月 日 

 

 

総合振興局長（振興局長） 様 

 

事業実施主体  

 

○○年度新規採択希望農地整備事業に係る計画の提出について 

このことについて、北海道農地中間管理機構関連農地整備実施事務取扱要領第４の３の

規定に基づき、次の計画を提出します。 

記 

１ 提出地区 

○○地区 

 

 

２ 提出書類 

 

（１）市町村高度化計画 

 

 

（注）１ 提出書類は、該当するものを記載する。 

（別記第３号様式） 

 

番   号 

年 月 日 

 

 

総合振興局長（振興局長） 様 

（※市町村長） 

 

 

市町村長又は土地改良区理事長 

（※土地改良区理事長）

 

 

○○年度新規採択希望農地整備事業に係る計画の提出について 

このことについて、北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第４の１の（５）、

（８）（※第４の２の（８））の規定に基づき、次の計画を提出します。 

記 

１ 提出地区 

○○地区 

 

 

２ 提出書類 

 

（１）市町村高度化計画 

（２）水田貯留機能向上計画 

 

 

（注）１ 市町村高度化計画を提出しない場合は、本文の「（５）、」を削除する。 

 ２ 水田貯留機能向上計画を提出しない場合は、本文の「、（８）」を削除する。 

 ３ 提出書類は、該当するものを記載する。 

 ４ 北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第４の２により計画を提出する 

  場合には、提出元、提出先及び本文について※のとおりとする。 
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改正後 現行 
（別記第４号様式）：省略 

 

 

（別記第４号様式）：省略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記第５号様式） 

 

番 号 

年 月 日 

 

北海道農政部長 様 

（ 総合振興局長（振興局長）） 

 

北海道土地改良事業団体連合会長 

 

○○年度新規実施希望農地整備事業(農業経営高度化支援事業)に係る計画
の提出について 
 

このことについて、北海道農地中間管理機構関連農地整備実施事務取扱要領第４の４

の規定に基づき、農業経営高度化支援事業（指導事業）事業計画を提出します。 

（別記第６号様式） 

 

農地中間管理機構関連農地整備事業 整備計画等変更報告書 

 

番   号

年 月 日

農 政 部 長 様 

総合振興局長（振興局長）

 

 

北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第４の10の規定により、

次のとおり報告します。 

 

記 

 

地区名 所在地 変更の項目 備考 

    

 

（別記第６号様式） 

 

農地中間管理機構関連農地整備事業 整備計画等変更報告書 

 

番   号

年 月 日

農 政 部 長 様 

（※北海道知事  様 

（  総合振興局長（振興局長））） 

総合振興局長（振興局長）

（※市町村長）

 

 

北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第６の１の（２） 

（※第６の２の（２））の規定により、次のとおり報告します。 

 

記 

 

地区名 所在地 変更の項目 備考 

    

 

 

（注） 北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第６の２によ 

り計画を提出する場合は、提出先及び本文について※のとおりとする。 

（別記第５号様式） 

番 号 

年 月 日 

 

 

 

北海道農政部長 様 

（ 総合振興局長（振興局長）） 

（※市町村長） 

 

 

北海道土地改良事業団体連合会会長又は市町村長

（※北海道土地改良事業団体連合会会長）

 

 
○○年度新規実施希望農地整備事業(農業経営高度化支援事業)に係る計画

の提出について 

 

このことについて、北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第４

の１の（６）（※第４の２の（６））の規定に基づき、農業経営高度化支援事業（指導

事業）事業計画を提出します。 

 

 

（注） 北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第４の２により計画を

提出する場合は、提出先及び本文について※のとおりとする。 
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改正後 現行 
（別記第７号様式）：省略 

 

（削除）（旧 別記第10号様式を８号様式に番号変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除）（旧 別記第11号様式を９号様式に番号変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

（別記第７号様式）：省略 

 

 

（別記第８号様式） 

集積・集団化等促進基盤整備計画総括表 

都道府県名 所在地 地区名 地区面積(ha) 地域区分 担当部課名 

      

（TEL          、FAX        ） 

地 勢 及 び 

社会経済条件 

 農用地の 

整備状況 
 

営 農 状 況  

地区設定理由 
 非農用地 

の 概 要 
 

農 業構造の 
再 編 目 標 

現  況  →  目  標 

 

農用地の 

流動化計画 
及び経営体 
育成計画並び
にほ場整備計

画 

項目 
農用地面積 
(ha) ① 

担い手の経
営面積(ha) 

② 

同左シェア
(％) 
②÷① 

認定農業者
数 

 
全農家に占める認定農業

者の割合 
備考 

現況  （） （）  
当該地区(対象事業完了

時) 
 

目標年度：○○年度 

対象事業完了時  （） （）  市町村平均  

目標  （） （）   

農地集団化方法

（目標） 
計（ha） 認定農業者 

認定新規就農
者 

市町村基本構
想水準到達者 

 

ほ 
場 

整 
備 
計 

画 

項目 現況（ha） 目標（ha） ほ場整備の手法 

      

大区画    

標準区画    

小区画（労働集約型）    

未整備（小区画含む）    

計（ha）      計    

農業生産基盤及び営

農環境の整備目標並

びに対応する事業管

理計画 

① 

 
 

（  年～  年）

② 

 
 

（  年～  年）

③ 

 
 

（  年～  年）

④ 

 
 

（  年～  年）

（注）農用地の流動化計画及び経営体育成計画並びにほ場整備計画の(  )内は、担い手への農地集団化面積について記入する。 

（別記第９-１号様式） 

 

農業生産基盤整備、農用地の流動化及び経営体育成計画 

 

１ 農業生産基盤整備計画 

対象事業 

 

 

 

 

 

２ 農用地の流動化計画 

（１）農用地流動化計画 

区  分 農用地面積(ha) 

A 

担い手の経営等面積(ha) 

B 

農用地面積に占める担い手への 

利用集積率(％) B／A 

現 況 (ａ)    

１ 年 度 目    

２ 年 度 目    

３ 年 度 目    

４ 年 度 目    

５ 年 度 目    

対象事業了時(ｂ)    

目  標    

ｂ － ａ    

（注）１．対象事業の各年度において実施要綱・要領で定義する要件を備えた担い手に係る数値を記入する。 

２．各年度及び対象事業完了時(ｂ)の欄には、対象事業実施中の各年度及び完了時の数値を記入する。 

 

事業名 地区名 採択年度 完了予定年度 受益面積 総事業費 

○○事業  年度 年度 ha 百万円 
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改正後 現行 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（別記第９-２号様式） 

（２）認定農業者の概要 

農業者名 

 

 

年 

 

 

 

齢 

 

後 

継 

者 

の 

有 

無 

認定農業者 経  営  等  農  用  地  面  積  （ha） 

現        況 対象事業完了時（上段）・目標（下段） 

認 

定 

状 

況 

 

認定 

 

年月 

経 

営 

類 

型 

基 

準 

面 

積 

(ha) 

 
所有耕地 賃借権等設定地 

 基幹３作業 

 受 託 地 

 
所有耕地 賃借権等設定地 

基幹３作業 

受 託 地  

 

計 

 

地 

区 

内 

地 

区 

外 

 

計 

 

 

地 

区 

内 

地 

区 

外 
地区内 

地区

外 

地区

内 
地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 

○○ ○○○ 

 

 

 

48 

 

 

 

無 

 

 

 

× 

 

 

 

H18.10 

 

(予定) 

 

② 

 

 

 

 2.5 

 

(1.0) 

 

 1.80 

 

(1.00) 

 

1.50 

 

(1.00) 

 

0.30 

 

 (0) 

 

  1.50 

 

(1.00) 

 

  .30 

 

  (0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  6.60 

(4.60) 

 5.60 

(3.60) 

 1.00 

(1.00) 

  2.00 

(1.40) 

  0.50 

(0.50) 

  1.50 

(0.40) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

  7.00 

(5.20) 

 6.00 

(4.20) 

1.00 

(1.00) 

  2.20 

(1.50) 

  0.50 

(0.50) 

  1.70 

(0.90) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

         

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 2.5 

 

(1.0) 

 

 1.80 

 

(1.00) 

 

1.50 

 

(1.00) 

 

0.30 

 

 (0) 

 

  1.50 

 

(1.00) 

 

 0.30 

 

  (0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  6.60 

(4.60) 

 5.60 

(3.60) 

 1.00 

(1.00) 

  2.00 

(1.40) 

  0.50 

(0.50) 

  1.50 

(0.40) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

  7.00 

(5.20) 

 6.00 

(4.20) 

 1.00 

(1.00) 

  2.20 

(1.50) 

  0.50 

(0.50) 

  1.70 

(0.90) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

（注）１．経営等農用地面積とは、基幹ほ場３作業以上の受託作業を含む面積で所有、権利（利用権を含む）設定、受託面積の合計面積とする（以下同じ。）。 

２．経営等農用地面積は、実施要領(平成23年４月１日付け22農振第2200号農村振興局長通知)（以下「要領」という。）による算定方法に基づくものである（以下同

じ。）。 

３．基幹３作業受託地（面積）とは、基幹ほ場３作業（機械利用による耕起、田植等及び収穫作業をいう。）以上を受託しているものとする（以下同じ。）。 

４．対象事業完了時の欄には、実施要綱・要領で定義する要件を備えた担い手に係わる面積であって、対象事業完了時の数値を記入する（以下同じ。）。 

５．認定農業者の経営類型の欄には、１．市町村が定めた農業構造改善目標の類型番号を記入する（以下同じ。）。 

６．経営等農用地面積の（ ）内は、農地集団化面積（１ha（中山間地域等にあっては0.5ha以上）を記入する。 

（別記第９-３号様式） 

（３）認定新規就農者の概要 

（注）１．経営等農用地面積とは、基幹ほ場３作業以上の受託作業を含む面積で所有、権利（利用権を含む）設定、受託面積の合計面積とする（以下同じ。）。 

２．経営等農用地面積は、実施要領(平成23年４月１日付け22農振第2200号農村振興局長通知)（以下「要領」という。）による算定方法に基づくものである（以下同

じ。）。 

３．基幹３作業受託地（面積）とは、基幹ほ場３作業（機械利用による耕起、田植等及び収穫作業をいう。）以上を受託しているものとする（以下同じ。）。 

４．対象事業完了時の欄には、実施要綱・要領で定義する要件を備えた担い手に係わる面積であって、対象事業完了時の数値を記入する（以下同じ。）。 

５．認定新規就農者の営農類型の欄には、１．市町村が定めた農業構造改善目標の類型番号を記入する（以下同じ。）。 

６．経営等農用地面積の（ ）内は、農地集団化面積（１ha（中山間地域等にあっては0.5ha以上）を記入する。 

 

 

 

農業者名 

 

 

 

 

年 

 

 

 

 

齢 

 

後 

継 

者 

の 

有 

無 

認定新規就農者 経  営  等  農  用  地  面  積  （ｈａ） 

現        況 対象事業完了時（上段）・目標（下段） 

認 

定 

状 

況 

 

 

認定 

 

年月 

 

営

農 

類 

型 

 

 所有耕地 賃借権等設定地  基幹３作業 

 受 託 地 

 所有耕地 賃借権等設定地 基幹３作業 

受 託 地  

 

 

 

地 

区 

内 

地 

区 

外 

 

計 

 

 

地 

区 

内 

地 

区 

外 
地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 

○○ ○○○ 

 

48 

 

 

 

無 

 

 

 

× 

 

 

 

H18.10 

 

(予定) 

 

 

 

 

 

 1.80 

 

(1.00) 

 

 1.50 

 

(1.00) 

 

 0.30 

 

 (0) 

 

  1.50 

 

(1.00) 

  0.30 

 

  (0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  6.60 

(4.60) 

 5.60 

(3.60) 

 1.00 

(1.00) 

  2.00 

(1.40) 

  0.50 

(0.50) 

  1.50 

(0.40) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

  7.00 

(5.20) 

 6.00 

(4.20) 

 1.00 

(1.00) 

  2.20 

(1.50) 

  0.50 

(0.50) 

  1.70 

(0.90) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

         

 

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 1.80 

 

(1.00) 

 

 1.50 

 

(1.00) 

 

 0.30 

 

 (0) 

 

  1.50 

 

 

(1.00) 

  0.30 

 

  (0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  6.60 

(4.60) 

 5.60 

(3.60) 

 1.00 

(1.00) 

  2.00 

(1.40) 

  0.50 

(0.50) 

  1.50 

(0.40) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

  7.00 

(5.20) 

 6.00 

(4.20) 

 1.00 

(1.00) 

  2.20 

(1.50) 

  0.50 

(0.50) 

  1.70 

(0.90) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 
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改正後 現行 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記第９-４号様式） 

（４）市町村基本構想水準到達者の概要 

 

 

 

 

農業者名 

 

 

 

 

年 

 

 

 

齢 

 

後 

継 

者 

の 

有 

無 

市町村基本構想 

水準到達者 

経  営  等  農  用  地  面  積  （ｈａ） 

現        況 対象事業完了時（上段）・目標（下段） 

 

認 

定 

状 

況 

 

認定 

 

年月 

 

営

農 

類 

型 

 
所有耕地 賃借権等設定地 

 基幹３作業 

 受 託 地 

 
所有耕地 賃借権等設定地 

基幹３作業 

受 託 地  

 

計 

 

地 

区 

内 

 

地 

区 

外 

 

 

計 

 

地 

区 

内 

 

地 

区 

外 

地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 地区内 地区外 

○○ 

○○○ 

 

 

48 

 

 

 

無 

 

 

 

× 

 

 

 

H18.10 

 

(予定) 

 

 

 

 

 

 1.80 

 

(1.00) 

 

 1.50 

 

(1.00) 

 

0.30 

 

 (0) 

 

  1.50 

 

(1.00) 

 

 0.30 

 

  (0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  6.60 

(4.60) 

 5.60 

(3.60) 

 1.00 

(1.00) 

  2.00 

(1.40) 

  0.50 

(0.50) 

  1.50 

(0.40) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

  7.00 

(5.20) 

6.00 

(4.20) 

 1.00 

(1.00) 

  2.20 

(1.50) 

  0.50 

(0.50) 

  1.70 

(0.90) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

                        

         

 

計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 1.80 

 

(1.00) 

 1.50 

 

(1.00) 

0.30 

 

 (0) 

 

  1.50 

 

(1.00) 

 

 0.30 

 

  (0) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   6.60 

(4.60) 

 5.60 

(3.60) 

 1.00 

(1.00) 

  2.00 

(1.40) 

  0.50 

(0.50) 

  1.50 

(0.40) 

   2.10 

 1.80) 

  0.50 

 0.50) 

  7.00 

(5.20) 

 6.00 

(4.20) 

 1.00 

(1.00) 

  2.20 

(1.50) 

  0.50 

(0.50) 

  1.70 

(0.90) 

 

 

  2.10 

(1.80) 

  0.50 

(0.50) 

（注）１．経営等農用地面積とは、基幹ほ場３作業以上の受託作業を含む面積で所有、権利（利用権を含む）設定、受託面積の合計面積とする（以下同じ。）。 

２．経営等農用地面積は、実施要領(平成23年４月１日付け22農振第2200号農村振興局長通知)（以下「要領」という。）による算定方法に基づくものである（以下同

じ。）。 

３．基幹３作業受託地（面積）とは、基幹ほ場３作業（機械利用による耕起、田植等及び収穫作業をいう。）以上を受託しているものとする（以下同じ。）。 

４．対象事業完了時の欄には、実施要綱・要領で定義する要件を備えた担い手に係わる面積であって、対象事業完了時の数値を記入する（以下同じ。）。 

５．認定新規就農者の営農類型の欄には、１．市町村が定めた農業構造改善目標の類型番号を記入する（以下同じ。）。 

６．経営等農用地面積の（ ）内は、農地集団化面積（１ha（中山間地域等にあっては0.5ha以上）を記入する。 

（別記第９-５号様式） 

（５）計画達成に向けた取組方法 

項   目 取組主体 具  体  的  方  策 

担い手への 

農地利用集積 

都道府県 
 

 

市町村 
 

 

 

３ 経営体育成計画 

（１）認定農業者の育成計画 

 

 
市 町 村 全 体 地 区 内 

現況 

 

目標 

 

A 

全農家 

戸数 

B 

目標割合 

(％) 

A/B 

現況 

 

C 

１年度目 

 

 

２年度目 

 

 

３年度目 

 

 

４年度目 

 

 

５年度目 

 

 

対象事業 

完了時 

D 

目標 

 

 

全農家 

戸数 

E 

認定農業者 

比率(％)  

D/E 

増加率

(％) 

D/C 

認定農業者数                

（注）１．地区内の各年度及び対象事業完了時の欄には、対象事業地区内における事業実施中の各年度及び完了時の数値を記入する。 

 

（２）計画達成に向けた取組方法 

項   目 取組主体 具  体  的  方  策 

認定農業者の育成 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 

 

 

 

 

 

 

 

市町村 
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改正後 現行 
 

 

 

 

 

 

（別記第10号様式） 

番   号

年 月 日

総合振興局長（振興局長） 様 

市町村長   

農業経営高度化支援事業（調査・調整事業）先行実施調書 

 

北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第４の15の（１）の規定に
基づき、次のとおり調査・調整事業を実施します。 

 

記 

１ 生産基盤整備事業等の概要 
 

地区名 採択希望

年度 

完了予定

年度 

目標予定

年度 

受益面積 

（ha） 

総事業費 

（百万円） 

関係団体名 

       

 

２ 先行して実施する調査・調整事業の概要 
 

事業種類 事業実施主体 事業実施期間 活動内容等 事業費 

（千円） 

備 考 

調査・調整

事業 

 年  月～ 年 月    

      

 

（注）１ 前々年度から調査・調整事業を実施する場合は、年度ごとに記載すること。 

２ 「活動内容等」は、関係農家意向調査、現地調査、説明会等の活動内容、回数等について具体的に記載すること。 

３ 経費の助成は北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第８の２の規定に基づき、生産基盤整備事業等の開

始年度から行われるものであること。 

４ 助成対象となる経費は、生産基盤整備事業の開始年度の前々年度から要した経費であること 

（別記第８号様式） 

番   号

年 月 日

総合振興局長（振興局長） 様 

（※北海道知事 様 

（  総合振興局長（振興局長）） 

市町村長   

農業経営高度化支援事業（調査・調整事業）先行実施調書 

 

北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第４の１の（10）（※第４の
２の（12））の規定に基づき、次のとおり調査・調整事業を実施します。 

 

記 

１ 農業生産基盤整備事業等の概要 
 

地区名 採択希望年

度 

完了予定年

度 

目標予定年

度 

受益面積 

（ha） 

総事業費 

（百万円） 

関係団体名 

       

 

２ 先行して実施する調査・調整事業の概要 
 

事業種類 事業実施主体 事業実施期間 活動内容等 事業費 

（千円） 

備 考 

調査・調整

事業 

 年  月～ 年 月    

      

 

（注）１ 前々年度から調査・調整事業を実施する場合は、年度ごとに記載すること。 

２ 「活動内容等」は、関係農家意向調査、現地調査、説明会等の活動内容、回数等について具体的に記載すること。 

３ 経費の助成は北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第８の２の規定に基づき、農業生産基盤整備事業等の開

始年度から行われるものであること。 

４ 助成対象となる経費は、農業生産基盤整備事業の開始年度の前々年度から要した経費であること 

５ 北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第４の２により調書を提出する場合は、提出先及び本文について※のと

おりとする。 
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改正後 現行 
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（別紙第10号様式） 

○○年度  農地中間管理機構関連農地整備事業 計画概要表 

 
 

地 区 名 
 

  
 

所 在 地 
 

 

 

 

 

 

 
事業目的 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 

整 備 内 容 
 
 

 
名    称 

 

 

 

 
整 備 箇 所 数 

 

 
 

 
箇所 
 

 
 
 
 
 

事 業 費 内 訳 
 
 
 
 
 
 

 
工  事  費 

 

 
 

 
千円 
 

 
測 量 試 験 費 

 

 
 

 
千円 
 

 
補  償  費 

 

 
 

 
千円 
 

 
事 業 費 計 

 

 
 

 
千円 
 

 
 

効 用 発 生 区 域 
 

 

 
本整備を行うことで、効用がある区域 
 

 

 
 

負 担 団 体 
 

負 担 団 体 名 
 

 
 

財 産 譲 与 予 定 団 体 
 

財 産 譲 与 予 定 団 体 名 
 

 
 

維 持 管 理 団 体 
 

維 持 管 理 団 体 名 
 

 
 
 
 
 

想 定 す る 効 用 
 
 
 
 

 
・ 

 
 

・ 
 
 

・ 
 

 
 
 

環 境 と の 調 和 へ の 配 慮 
 
 

 
創 造 ・ 配 慮 区 分 

 
創 造 ・ 配 慮 

 
 

配 慮 内 容 
 

 

 

（別紙第12号様式） 

○○年度  農地中間管理機構関連農地整備事業 計画概要表 

 
 

地 区 名 
 

  
 

所 在 地 
 

 

 

 

 

 

 
事業目的 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事業概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 

整 備 内 容 
 
 

 
名    称 

 

 

 

 
整 備 箇 所 数 

 

 
 

 
箇所 
 

 
 
 
 
 

事 業 費 内 訳 
 
 
 
 
 
 

 
工  事  費 

 

 
 

 
千円 
 

 
測 量 試 験 費 

 

 
 

 
千円 
 

 
補  償  費 

 

 
 

 
千円 
 

 
事 業 費 計 

 

 
 

 
千円 
 

 
 

効 用 発 生 区 域 
 

 

 
本整備を行うことで、効用がある区域 
 

 

 
 

負 担 団 体 
 

負 担 団 体 名 
 

 
 

財 産 譲 与 予 定 団 体 
 

財 産 譲 与 予 定 団 体 名 
 

 
 

維 持 管 理 団 体 
 

維 持 管 理 団 体 名 
 

 
 
 
 
 

想 定 す る 効 用 
 
 
 
 

 
・ 

 
 

・ 
 
 

・ 
 

 
 
 

環 境 と の 調 和 へ の 配 慮 
 
 

 
創 造 ・ 配 慮 区 分 

 
創 造 ・ 配 慮 

 
 

配 慮 内 容 
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改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記第12号様式） 

 

道営農地中間管理機構関連農地整備事業（○○の整備）に伴う負担金納入について 

 

△△地区道営農地中間管理機構関連農地整備事業（○○の整備）に伴う負担金の納入に

ついては、当□□が負担します。 

 

記 

 

負担予定額 調査費（○○の整備）の パーセント

事業費（○○の整備）の パーセント 

 

 

 

（別記第14号様式） 

 

道営農地中間管理機構関連農地整備事業（○○の整備）に伴う負担金納入について 

 

△△地区道営農地中間管理機構関連農地整備事業（○○の整備）に伴う負担金の納入に

ついては、当□□が負担します。 

 

記 

 

負担予定額 調査費（○○の整備）の パーセント

事業費（○○の整備）の パーセント 
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改正後 現行 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記第13号様式） 

造成施設の維持管理について 

 
△△地区道営農地中間管理機構関連農地整備事業（○○の整備）により造成される次の施

設は、当□□が譲り受けて維持管理いたします。 
 

記 
１ ◎◎（施設名） ◇◇（数量・規模） 
２ ●●（施設名） ◇◇（数量・規模） 

 

 

 

（別記第14号様式） 
施設用地の調達方法 

 

△△地区道営農地中間管理機構関連農地整備事業（○○の整備）により造成される施設の
ための用地については、当□□が（所有権、地上権、賃借契約等により）確保するものとし
ます。 

 

施設名 番号 所 在 地 面 積 現況地目 所 有 者 権利区分 備 考 

        

（注）１ 「権利区分」の欄には、所有権、地上権、賃借契約等の別を記入すること。 

２ 権利区分が地上権及び賃借契約等の場合は、備考欄に期間を記入すること。 

（別記第15号様式） 

造成施設の維持管理について 

 
△△地区道営農地中間管理機構関連農地整備事業（○○の整備）により造成される次の施

設は、当□□が譲り受けて維持管理いたします。 
 

記 
１ ◎◎（施設名） ◇◇（数量・規模） 
２ ●●（施設名） ◇◇（数量・規模） 

 

 

 

（別記第16号様式） 
施設用地の調達方法 

 

△△地区道営農地中間管理機構関連農地整備事業（○○の整備）により造成される施設の
ための用地については、当□□が（所有権、地上権、賃借契約等により）確保するものとし
ます。 

 

施設名 番号 所 在 地 面 積 現況地目 所 有 者 権利区分 備 考 

        

（注）１ 「権利区分」の欄には、所有権、地上権、賃借契約等の別を記入すること。 

２ 権利区分が地上権及び賃借契約等の場合は、備考欄に期間を記入すること。 
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改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記第15号様式） 

 

 

土 地 権 利 調 書 

 

施設名 番号 所在地 地 番 
現況 

地目 

受益 

面積 
所有者名 受益者名 

権利の 

種類 
備考 

          

（注）所有権以外の権利に基づき使用収益する受益者がある場合については、その権利の種類を「権利の種類」欄に記入すること。 

（別記第17号様式） 

 

 

土 地 権 利 調 書 

 

施設名 番号 所在地 地 番 
現況 

地目 

受益 

面積 
所有者名 受益者名 

権利の 

種類 
備考 

          

（注）所有権以外の権利に基づき使用収益する受益者がある場合については、その権利の種類を「権利の種類」欄に記入すること。 
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改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（別記第16号様式） 

 
総合振興局長（振興局長） 様 

農 政 部 長

法外事業道営農地中間管理機構関連農地整備事業計画について 

○○年○○月○○日付け○○第○○○号にて提出のあったこのことについて、異存有り

ません。 

 

記 

 

事業地区名 道営農地中間管理機構関連農地整備事業○○地区 

 

 

 

 

（別記第18号様式） 

 
総合振興局長（振興局長） 様 

農 政 部 長

法外事業道営農地中間管理機構関連農地整備事業計画について 

○○年○○月○○日付け○○第○○○号にて提出のあったこのことについて、異存有り

ません。 

 

記 

 

事業地区名 道営農地中間管理機構関連農地整備事業○○地区 
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改正後 現行 
 

 

 

 

 

（別記第19号様式） 

 

番 号  

年 月 日  

 

農政部長 様 

 

総合振興局長（振興局長）  

 

 

 

達成状況報告 
 

 

北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第７の１の規定により、次

のとおり事業達成状況について報告します。 

 

記 

 

 

１ ． 農用地集積状況 

２ ． 農用地集団化状況 

３ ． 収益性状況 

 

 

 

※ １ ． 農用地集積状況は、農業生産基盤整備事業に着手した年度から目標年度までの

毎年度、進捗状況及び達成状況を調査し報告。 

※ ２ ． 農用地集団化状況は、完了年度及び目標年度に達成状況を調査して報告。 

※ ３ ． 収益性状況は、完了年度及び目標年度に達成状況を調査して報告。 

※ ただし、２ 及び３ においては、完了年度の状況により目標達成が困難と認められる

場合は、完了年度から目標年度までの毎年度報告すること。 

 

 

（別記第17号様式） 

 

番 号  

年 月 日  

 

農政部長 様 

 

総合振興局長（振興局長）  

 

 

 

達成状況報告 
 

 

北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領第７の１の（１）の規定に

より、次のとおり事業達成状況について報告します。 

 

記 

 

 

１ ． 農用地集積状況 

２ ． 農用地集団化状況 

３ ． 収益性状況 

４ . 作付状況 

 

 

 

※ １ ． 農用地集積状況は、農業生産基盤整備事業が完了した年度から目標年度までの

毎年度、進捗状況及び達成状況を調査し報告。 

※ ２ ． 農用地集団化状況は、完了年度及び目標年度に達成状況を調査して報告。 

※ ３ ． 収益性状況は、完了年度及び目標年度に達成状況を調査して報告。 

※ ４ ． 作付状況は、農業生産基盤整備事業等が完了した年度の翌年度から目標年度ま

での毎年度、進捗状況及び達成状況を調査し報告。 

※ ただし、２ 及び３ においては、完了年度の状況により目標達成が困難と認められる

場合は、完了年度から目標年度までの毎年度報告すること。 
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改正後 現行 

 

 

 

 

１．農用地集積状況 

 

（１）農地集積（農地の流動化） 

 

【計画時】 【事業着手年度から目標年度】 
 

 

（注） １．各年度において実施要綱・要領で定義する要件を備えた担い手に係る数値を記入する。 

２．完了後各年度及び目標(ｂ)の欄には、対象事業完了後の各年度及び目標年度時の数値を記入する。 

  
農用地面積 

 
担い手の 

農用地面積に占め

る担い手(％) 

B／A 
区 分 (ha) 経営等農用地

面積 

  (ha) 

 A B 

現 況 (ａ)    

対象事業完了時    

完了後１年度目    

完了後２年度目    

完了後３年度目    

完了後４年度目    

目 標 (ｂ)    

ｂ － ａ    

 

  
農用地面積 

 
担い手の 

農用地面積に占め

る担い手への利用

集積率 (％) 

B／A 
区 分 (ha) 経営等農用地

面積 

  (ha) 

 A B 

現 況 (ａ)    

対象事業完了時    

完了後１年度目    

完了後２年度目    

完了後３年度目    

完了後４年度目    

目 標 (ｂ)    

ｂ － ａ    

 

１．農用地集積状況 
 

（１）農地集積（農地の流動化） 

 

【計画時】 【事業着手年度から目標年度】 
 

 

（注） １．対象事業の各年度において実施要綱・要領で定義する要件を備えた担い手に係る数値を記入する。 

２．各年度及び対象事業完了時(ｂ)の欄には、対象事業実施中の各年度及び完了時の数値を記入する。 

  
農用地面積 

 
担い手の 

農用地面積に占め

る担い手への利用

集積率 (％) 

B／A 
区 分 (ha) 経営等面積 

  (ha) 

 A B 

現 況 (ａ)    

１ 年 度 目    

２ 年 度 目    

３ 年 度 目    

４ 年 度 目    

５ 年 度 目    

対象事業完了時(ｂ)    

目 標    

ｂ － ａ    

 

  
農用地面積 

 
担い手の 

農用地面積に占め

る担い手(％) 

B／A 
区 分 (ha) 経営等面積 

  (ha) 

 A B 

現 況 (ａ)    

１ 年 度 目    

２ 年 度 目    

３ 年 度 目    

４ 年 度 目    

５ 年 度 目    

対象事業完了時(ｂ)    

目 標    

ｂ － ａ    
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改正後 現行 
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改正後 現行 

 

 

 

 

 

３．収益性状況 
 

(１) 販売額向上 
①作物生産額 

受益地内で生産された作物の生産額を整理する。 
 

【計画時】 

作 物 名 

事業計画 
事業実施後（評価時点） 

事業実施前（現況） 事業実施前（計画） 

面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額 面積 
単収(kg/10a) 

⑥' 

単価 

(千円/t) 

⑦' 

生産額 

(ha) 

① 

(kg/10a) 

② 

(千円/t) 

③ 

(千円) 
④=①×②× 

③/100 

(ha) 

⑤ 

(kg/10a) 

⑥ 

(千円/t) 

⑦ 

(千円) 
⑧=⑤×⑥× 
⑦/100 

(ha) 

⑤' 

(千円) 
⑧'=⑤'×⑥' 
×⑦'/100 

             

             

             

計             

 

【完了年度・目標年度】 

作 物 名 

事業計画 
事業実施後（評価時点） 

事業実施前（現況） 事業実施前（計画） 

面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額 面積 単収

(kg/10a) 

⑥' 

単価 

(千円/t) 

⑦' 

生産額 

(ha) 

① 

(kg/10a) 

② 

(千円/t) 

③ 

(千円) 
④=①×②×

③/100 

(ha) 

⑤ 

(kg/10a) 

⑥ 

(千円/t) 

⑦ 

(千円) 
⑧=⑤×⑥× 
⑦/100 

(ha) 

⑤' 

(千円) 
⑧'=⑤'×⑥'
×⑦'/100 

             

             

             

計             

※②加工品や６次化商品として出荷される作物分は、除く。 
※事業完了後の評価時点において複数の販売先（JA、スーパー、直売所、インターネット等）がある場合は、それぞれの単価を用いることも可能。 

※単収及び単価は、評価直近年の値を用いることとするが、気象条件による異常値の場合はその限りではない。 

３．収益性状況 
 

(１) 販売額向上 
①作物生産額 

受益地内で生産された作物の生産額を整理する。 
 

【計画時】 

作物名 

事業実施前（現況） 事業実施後（完了年度） 事業実施後（目標年度） 

面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額 面積 
単収(kg/10a) 

⑥' 

単価 

(千円/t) 

⑦' 

生産額 

(ha) 

① 

(kg/10a) 

② 

(千円/t) 

③ 

(千円) 
④=①×②× 

③/100 

(ha) 

⑤ 

(kg/10a) 

⑥ 

(千円/t) 

⑦ 

(千円) 
⑧=⑤×⑥× 
⑦/100 

(ha) 

⑤' 

(千円) 
⑧'=⑤'×⑥' 
×⑦'/100 

             

             

             

計             

 

【完了年度・目標年度】 

作物名 

事業実施後（完了年度） 事業実施後（目標年度） 

面積 単収 単価 生産額 面積 単収

(kg/10a) 

⑥' 

単価 

(千円/t) 

⑦' 

生産額 

(ha) 

⑤ 

(kg/10a) 

⑥ 

(千円/t) 

⑦ 

(千円) 
⑧=⑤×⑥× 
⑦/100 

(ha) 

⑤' 

(千円) 
⑧'=⑤'×⑥' 
×⑦'/100 

         

         

         

計         

※②加工品や６次化商品として出荷される作物分は、除く。 
※事業実施後において複数の販売先（JA、スーパー、直売所、インターネット等）がある場合は、それぞれの単価を用いることも可能。 

※単収及び単価は、評価直近年の値を用いることとするが、気象条件による異常値の場合はその限りではない。 
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改正後 現行 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④販売額向上率 

【計画時】 

 

 

【完了年度・目標年度】 

①作物生産額 ②加工品や６次化商品販売額 

事業実施後（完了年度） 
（千円） 

⑯=⑧ 

事業実施後 
（目標年度）（千円） 

⑯’=⑧' 

事業実施後（完了年度） 
（千円） 

⑱=⑩ 

事業実施後（目標年度） 
（千円） 

⑱’=⑪ 

    

 

③その他販売額 販売額向上率 

事業実施後（目標年度） 
（千円） 

⑳=⑬ 

事業実施後（完了年度） 
（千円） 

⑳’=⑭ 

事業実施後（完了年度） 
（％） 

㉑=(⑯+⑱+⑳)/(⑮+⑰+⑲) 

事業実施後（目標年度） 

（％） 

㉑’=(⑯
‘+⑱’+⑳’)/(⑮+⑰+⑲) 

    

①作物生産額 ②加工品や６次化商品販売額 

事業実施前 
（千円） 

⑮=④ 

事業実施後（完了年

度） 
（千円） 

⑯=⑧ 

事業実施後（目標

年度） 

（千円） 

⑯’=⑧’ 

事業実施前 
（千円） 

⑰=⑨ 

事業実施後（完了年

度） 
（千円） 
⑱=⑩ 

事業実施後（目標年

度） 

（千円） 

⑱’=⑪ 

      

③その他販売額 販売額向上率 

事業実施前 
（千円） 
⑲=⑫ 

事業実施後（完了年

度） 
（千円） 

⑳=⑬ 

事業実施後（目標年

度） 

（千円） 

⑳’=⑭ 

事業実施後（完了年度） 
（％） 

㉑=(⑯+⑱+⑳)/(⑮+⑰+⑲) 

事業実施後（目標年度） 

（％） 

㉑’=(⑯’+⑱’+⑳’)/(⑮+⑰+⑲) 

     

④販売額向上率【計画時】 
 

【完了年度・目標年度】 
 

①作物生産額 ②加工品や６次化商品販売額 ③その他販売額  

   販売額向上率 
事業実施前 
（千円） 

⑮=④ 

事業実施後 
（千円） 

⑯=⑧又は⑧' 

事業実施前 
（千円） 

⑰=⑨ 

事業実施後 
（千円） 

⑱=⑩又は⑪ 

事業実施前 
（千円） 

⑲=⑫ 

事業実施後 
（千円） 

⑳=⑬又は⑭ 

（％） 

㉑=(⑯+⑱+⑳)/(⑮+⑰+⑲) 

       

①作物生産額 ②加工品や６次化商品販売額 ③その他販売額  

   販売額向上率 
事業実施前 
（千円） 

⑮=④ 

事業実施後 
（千円） 

⑯=⑧又は⑧' 

事業実施前 
（千円） 

⑰=⑨ 

事業実施後 
（千円） 

⑱=⑩又は⑪ 

事業実施前 
（千円） 

⑲=⑫ 

事業実施後 
（千円） 

⑳=⑬又は⑭ 

（％） 

㉑=(⑯+⑱+⑳)/(⑮+⑰+⑲) 
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改正後 現行 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

(3) 担い手の米の生産コスト 
担い手の米の生産コストを整理する。 
 

【計画時】 

 
 

 

 

 

 

 

【完了年度・目標年度】 

 

 

 

 

 
 

※米の生産コストとは、資本利子や地代も含めた60㎏当たりの全算入生産費（資本利子・地代全額算入生産費）のことを指す。

現況生産コスト 
（円／60kg） 

事業実施後（完

了年度） 

（円／60kg） 

事業実施後（目標年度） 
（円／60kg） 

   

事業実施後（完

了年度） 
事業実施後（目標年度） 

（円／60kg） 

  

(3) 担い手の米の生産コスト 
担い手の米の生産コストを整理する。 
 

【計画時】 

 
 

 

 

 

 

【完了年度・目標年度】 

 

 

 

 

 

 

※米の生産コストとは、資本利子や地代も含めた60㎏当たりの全算入生産費（資本利子・地代全額算入生産費）のことを指す。

現況生産コスト 

（円／60kg） 

計画生産コスト 

（円／60kg） 

事業実施後（評価時点） 

（円／60kg） 

   

現況生産コスト 

（円／60kg） 

計画生産コスト 

（円／60kg） 

事業実施後（評価時点） 

（円／60kg） 

   

(4) 高収益作物の割合 
作物生産額（主食用米を除く）に占める高収益作物の割合を整理する。 

【計画時】 

 

【完了年度・目標年度】 
 

 

 

面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額
(ha) (kg/10a) (千円/t) (千円) (ha) (kg/10a) (千円/t) (千円) (ha) (kg/10a) (千円/t) (千円)

① ② ③
④=①×②×

③/100
⑤ ⑥ ⑦

⑧=⑤×⑥×

⑦/100
⑤' ⑥' ⑦'

⑧'=⑤'×⑥'

×⑦'/100

高収益作物の

生産額　⑩

事業計画
事業実施後（評価時点）

作　物　名

計

主食米を除いた

生産額　⑨

作物生産額に占める

高収益作物の割合
　　　⑩／⑨

事業実施前（現況） 事業実施前（計画）

面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額
(ha) (kg/10a) (千円/t) (千円) (ha) (kg/10a) (千円/t) (千円) (ha) (kg/10a) (千円/t) (千円)

① ② ③
④=①×②×

③/100
⑤ ⑥ ⑦

⑧=⑤×⑥×

⑦/100
⑤' ⑥' ⑦'

⑧'=⑤'×⑥'

×⑦'/100

高収益作物の

生産額　⑩

事業計画
事業実施後（評価時点）

作　物　名

計

主食米を除いた

生産額　⑨

作物生産額に占める

高収益作物の割合
　　　⑩／⑨

事業実施前（現況） 事業実施前（計画）

(4) 高収益作物の割合（一般型において、運用第５の２の（２）のウに該当する場合に記入） 
作物生産額（主食用米を除く）に占める高収益作物の割合を整理する。 

【計画時】

作物名 

事業実施前（現況） 事業実施後（完了年度） 事業実施後（目標年度） 

面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額 

（ha） （kg/10a） （千円/t） （千円） （ha） （kg/10a） （千円/t） （千円） （ha） （kg/10a） （千円/t） （千円） 

① ② ③ 
④

=①×②×③/100 
⑤ ⑥ ⑦ 

⑧=⑤×⑥

×⑦/100 
⑤’ ⑥’ ⑦’ 

⑧’=⑤’×

⑥’×⑦’/100 

             

             

             

計             

 
主食用米を除いた生産額⑨       

 高収益作物の生産額 ⑩       

作物生産額に占める高収益作物

の割合⑩/⑨ 
      

 

【完了年度・目標年度】

作物名 

事業実施後（完了年度） 事業実施後（目標年度） 

面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額 

（ha） （kg/10a） （千円/t） （千円） （ha） （kg/10a） （千円/t） （千円） 

⑤ ⑥ ⑦ 
⑧=⑤×⑥

×⑦/100 
⑤’ ⑥’ ⑦’ 

⑧’=⑤’×⑥’

×⑦’/100 

         

         

         

計         

 主食用米を除いた生産額⑨     

  
高収益作物の生産額 

⑩ 
    

作物生産額に占める高収益作物

の割合⑩/⑨ 
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改正後 現行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 麦・大豆等の作付割合、単収（一般型において、運用第５の２のイ又はウに該当する場合に記入） 

【計画時】 

作物名 

事業実施前 事業実施後（完了年度） 事業実施後（目標年度） 
単収向

上率 

生産額

向上率 
参考 

面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額   
作物生産額 

（地区外） 
生産額向上率 

（ha） （kg/10a） 
（千円

/t） 
（千円） （ha） （kg/10a） （千円/t） （千円） （ha） （kg/10a） （千円/t） （千円） （％） （％） （千円） （％） 

① ② ③ ④=①×②×③/100 ⑤ ⑥ ⑦ ⑧=⑤×⑥×⑦/100 ⑤’ ⑥’ ⑦’ ⑧’=⑤’×⑥’×⑦’/100 ⑥/② ⑧/④ ⑨ （⑧+⑨）/④ 

                 

                 

                 

計             

受益面積に対する麦・大豆

等の割合 
       

（参考） 

経営体当たりの生産額 
          

【完了年度・目標年度】 

作物名 

事業実施後（完了年度） 事業実施後（目標年度） 単収向上率 生産額向上率 参考 

面積 単収 単価 生産額 面積 単収 単価 生産額   
作物生産額 

（地区外） 
生産額向上率 

（ha） （kg/10a） （千円/t） （千円） （ha） （kg/10a） （千円/t） （千円） （％） （％） （千円） （％） 

⑤ ⑥ ⑦ ⑧=⑤×⑥×⑦/100 ⑤’ ⑥’ ⑦’ ⑧’=⑤’×⑥’×⑦’/100 ⑥/② ⑧/④ ⑨ （⑧+⑨）/④ 

             

             

             

計          

受益面積に対する麦・大豆等の割合      

（参考） 

経営体当たりの生産額 
        

※作物は、麦・大豆等の畑作物（経営所得安定対策等実施要綱の別紙２に規定する畑作物をいう。）を記載する。 

※参考に記載する作物は、事業に伴う生産性の向上に伴って地区外で増加した作物（麦・大豆等の畑作物以外の作物も含む。）を記載する。 

※受益面積については、事業実施前は現況の本地面積、事業実施後は計画の本地面積とする。 

※事業実施前に麦・大豆等の畑作物の作付がない場合は、周辺における同条件の地域等の単収等を記載する。 

 

(6) 営農又は施設の維持管理に関するコスト低減（省力化整備型について記入） 

 本コストは、効果算定マニュアルの営農経費節減効果（第６表）、維持管理費節減効果（第７表）の算定方法に準じて整理する。 

 【計画時】 

区分 
作物名 

（又は施設名） 
作業名 

事業実施前 

（現況） 
事業実施後（完了年度） 

事業実施後（目標年度） 

低減要因 費用（円/ha） 

④ 

削減率 

（％） 

⑤=1-④/① 

費用（円/ha） 

① 

費用（円/ha） 

② 

削減率 

（％） 

③=1-②/① 

営農経費 

水稲        

        

        

維持管理費 

○○支線用水路        

        

        

 計        

 【完了年度・目標年度】 

区分 
作物名 

（又は施設名） 
作業名 

事業実施前 

（現況） 
事業実施後（完了年度） 

事業実施後（目標年度） 

低減要因 費用（円/ha） 

④ 

削減率 

（％） 

⑤=1-④/① 

費用（円/ha） 

① 

費用（円/ha） 

② 

削減率 

（％） 

③=1-②/① 

営農経費 

水稲        

        

        

維持管理費 

○○支線用水路        

        

        

 計        

 

※営農経費にあっては作物名を、維持管理費にあっては施設名を記載する。 

※事業の施行対象に係る農地、施設の営農経費及び維持管理費は全て記載する。 

※営農経費については、畦畔等の維持管理や水管理に係る経費について記載する。 
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改正後 現行 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．作付状況 
 
 (1)計画に対する作付状況 
 

作物 

作付面積（単位：ha） 計画と事業後の比較 

①事業前 ②事業計画 

③事業後 
事業後と計画の差（ha） 

④=③－② 

乖離率（％）④/② 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目  
乖離の要因 

（±30％を超える場合） 

水
稲 

主食用米            

飼料用米            

WCS用米            

加工用米            

米粉用米            

その他水稲            

土
地
利
用
型
作
物 

小麦        

   

大麦・はだか麦        

大豆        

        

        

小計            

高
収
益
作
物 

        

           

        

小計            

そ
の
他 

        

           

        

小計            

作付準備地（緑肥等）            

計            

 
※土地利用型作物：小麦、大麦・はだか麦、大豆、そば、なたね、子実用とうもろこし、かんしょ（でんぷん用）、ばれいしょ（でんぷん用）、飼料作物等 
※高収益作物：野菜、果樹、花き、茶など、主食用米（備蓄用米を含む。）並びに経営所得安定対策等実施要綱（平成23年４月１日付け22経営第7133号農林水産事務次官依
命通知）Ⅳ第１の１（２）の畑作物の直接支払交付金、Ⅳ第２の１（６）①の戦略作物助成及び砂糖及びでん粉の価格調整に関する法律（昭和40年法律第109号）第２条の
対象作物以外の作物であって、主食用米よりも面積あたりの収益性の高いもの 

 

 

 (2)汎用田における作付予定 
      

事業完了後、汎用田において 
水稲のみを作付けている面積 

（ha） 

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 

     

 
 
   当該汎用田の今後の作付予定 
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改正後 現行 

 

 

 

 

（別記第18号様式） 
 

番   号 

年 月 日 

（総合）振興局長 様 

 

事業主体名  

 

水田貯留機能向上計画達成状況報告書 

 

北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領の第７の２の（１）の規定により、次の

とおり事業達成状況について報告します。 

記 

１ 事業実施状況 

（１）生産基盤整備事業等の実施状況 

事業名 地区名 

関係市町村名 

及び 

土地改良区名 

総事業費 

(百万円) 

受益面積 

(ha) 

着工 

年度 

完了 

年度 
主な工事内容 備考 

         

 

（２）水田貯留機能向上推進事業、水田貯留機能向上支援事業の実施状況 

事業名 事業実施主体 事業実施期間 実施内容等 
総事業費 

（千円） 
備考 

      

      

注１：「事業名」は、運用の別表の区分の欄の４の事業種類の欄の事業名を記入する。 

注２：「活動内容等」は、実施時期及び実施内容を具体的に記入する。 

２ 水田貯留機能向上に向けた取組状況の報告 

（ ）：取組の目標年度、地区における取組面積割合を記載 

 

事業実施主体名 

生産基盤整備 

事業等の 

地区面積（ha）

地区内の取組面積（ha） 地区外の取組面積（ha） 

実施前 
目標年度 

（令和○年） 

○○年度まで 

（割合％） 
実施前 

目標年度 

（令和○年） 

○○年度まで 

（割合％） 

  
      

 （  ） （  ）  （  ） （  ） 

  
      

 （  ） （  ）  （  ） （  ） 

  
      

 （  ） （  ）  （  ） （  ） 

（別記第20号様式） 
 

番   号 

年 月 日 

（総合）振興局長 様 

 

事業主体名  

 

水田貯留機能向上計画達成状況報告書 

 

北海道農地中間管理機構関連農地整備事業実施事務取扱要領の第７の２の規定により、次のとおり事業

達成状況について報告します。 

記 

１ 事業実施状況 

（１）生産基盤整備事業等の実施状況 

事業名 地区名 

関係市町村名 

及び 

土地改良区名 

総事業費 

(百万円) 

受益面積 

(ha) 

着工 

年度 

完了 

年度 
主な工事内容 備考 

         

 

（２）水田貯留機能向上推進事業、水田貯留機能向上支援事業の実施状況 

事業名 事業実施主体 事業実施期間 実施内容等 
総事業費 

（千円） 
備考 

      

      

注１：「事業名」は、運用の別表の区分の欄の４の事業種類の欄の事業名を記入する。 

注２：「活動内容等」は、実施時期及び実施内容を具体的に記入する。 

２ 水田貯留機能向上に向けた取組状況の報告 

（ ）：取組の目標年度、地区における取組面積割合を記載 

 

事業実施主体名 

生産基盤整備 

事業等の 

地区面積（ha） 

地区内の取組面積（ha） 地区外の取組面積（ha） 

実施前 
目標年度 

（令和○年） 

○○年度まで 

（割合％） 
実施前 

目標年度 

（令和○年） 

○○年度まで 

（割合％） 

  
      

 （  ） （  ）  （  ） （  ） 

  
      

 （  ） （  ）  （  ） （  ） 

  
      

 （  ） （  ）  （  ） （  ） 


